
　

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 令和２年12月８日

【事業年度】 第36期（自　平成31年２月１日　至　令和２年１月31日）

【会社名】 新都ホールディングス株式会社

【英訳名】 SHINTO Holdings, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　鄧　明輝

【本店の所在の場所】 東京都豊島区北大塚三丁目34番１号D.Tビル２階

 

【電話番号】 03－5980－7002

【事務連絡者氏名】 取締役 半田　紗弥

【最寄りの連絡場所】 東京都豊島区北大塚三丁目34番１号D.Tビル２階

 

【電話番号】 03－5980－7002

【事務連絡者氏名】 取締役　半田　紗弥

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 
 

EDINET提出書類

新都ホールディングス株式会社(E02960)

訂正有価証券報告書

1/4



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

令和２年４月28日に提出いたしました第36期（自　平成31年２月１日　至　令和２年１月31日）有価証券報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出す

るものであります。

　

２ 【訂正事項】

　第一部　企業情報

　 第４　提出会社の状況

    １　株式等の状況

　 (４)　発行済株式総数、資本金等の推移

　

３ 【訂正箇所】

 訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
 第一部【企業情報】

 第４【提出会社の状況】

  １【株式等の状況】

 (４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 (変更前）

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年１月29日 1,788,000 9,002,000 120,690 1,423,913 120,690 1,689,953

平成29年11月30日 2,474,700 11,476,700 124,997 1,548,910 124,997 1,814,950

平成30年７月10日 2,227,000 13,703,700 224,927 1,773,837 224,927 2,039,877

平成30年８月24日～
平成30年８月28日

133,300 13,837,000 13,595 1,787,432 13,595 2,053,472

令和元年８月28日～
令和元年11月22日(注)

3,610,000 17,447,000 224,271 2,011,704 224,271 2,277,744
 

(注)　第４回新株予約権の権利行使による増加

 
（変更後）

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年１月29日 1,788,000 9,002,000 120,690 1,423,913 120,690 1,689,953

平成29年11月30日 2,474,700 11,476,700 124,997 1,548,910 124,997 1,814,950

平成30年７月10日 2,227,000 13,703,700 224,927 1,773,837 224,927 2,039,877

平成30年８月24日～
平成30年８月28日

133,300 13,837,000 13,595 1,787,432 13,595 2,053,472

令和元年８月28日～
令和元年11月22日(注)

3,610,000 17,447,000 224,271 2,011,704 224,271 2,277,744
 

(注１)　第４回新株予約権の権利行使による増加

(注２） 2019年４月１日付で提出した有価証券届出書に記載いたしました「第一部　証券情報　第１募集要項　２　

新　規発行による手取金の使途　（２）手取金の使途」について、下記のとおり変更いたしました。

①変更の理由

　1.日本本社運転資金

　ⅰアパレル事業

当社のアパレル事業は現状において、衣料品に対する消費者の購買行動の多様化および昨年の消費税増税による根
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強い節約志向に加え、新型コロナウイルスの影響が大きく総じて厳しい状況が続いております。調達資金は卸売の商

品仕入代金等に充当していましたが、当社が保有するブランドの再精査を行い売上高や収益構造の改善が見通しにく

い対象を整理したことにより、予定していた当該使途への充当金額を50,000千円から53,762千円と変更いたします。

　ⅱ不動産関連サービス事業

 本件第三者割当増資を実施した時点で、当社が所有する不動産の売却を前提に新たな物件を購入する計画を有して

おり、本件第三者割当増資により調達した資金はその手付金に充当する予定でした。しかし、当社が所有する不動産

の売却には至らず、当該資金充当は未実施となっております。不動産市況等を踏まえ、総合的に分析した結果、第４

回新株予約権の行使により調達した資金を日本本社運転資金へ充当することに変更いたします。

 ⅲ貿易事業

 貿易事業に支出予定であった調達資金については、当初の計画に従い日用雑貨品の輸出またはポリエチレンテレフ

タレート等の輸入に関する仕入代金に充当してきましたが、新型コロナウイルスの発生による関連商品の取扱いを拡

充した結果、予定していた金額200,000千円を302,970千円へ変更することといたしました。

 2.中国子会社に対する出資

 本件第三者割当増資において、当初、中国子会社へ向けた200,000千円を出資する予定でしたが、上海子会社におい

て仕入資金需要が喫緊であった事情に鑑み、18,516千円の貸付を行った結果、延期することとなりました。当面の

間、子会社の資金需要の緊急性が相対的に高く認められないことから、第４回新株予約権の行使により調達した資金

は日本本社運転資金へ変更いたします。

 3.借入金の返済

 当社が2019年12月25日付で開示しました「資金の借入（借換え）に関するお知らせ」にて、当社が販売用不動産の

取得目的で借入れた資金の返済期日が2019年12月25日に到来したため一部借入金の借換えと同時に返済も行いまし

た。その結果、本件資金使途には予定のなかった借入金の返済に46,573千円を充当することといたしました。

4.訴訟に係る供託金

 当社が2020年１月16日付で開示しました「訴訟の判決に関するお知らせ」及び2020年１月17日提出しました「臨時

報告書」にてお伝えしたとおり、江蘇舜天国際集団軽紡進出口有限公司からの売掛金請求訴訟について係争中であり

ました。2020年１月16日付の東京地方裁判所による判決に対し、当社は控訴の準備として本件資金使途には予定のな

かった本件供託金を法務局へ差し入れるため11,133千円を充当することといたしました。

 
 以上の事由により当初の資金使途を変更することとなりましたが、その結果として発生した調達資金の総額と実際

に上記の使途に充当した金額との差額37,044千円については、日本本社の運転資金に充当いたします。 

 
②変更の内容

　第三者割当増資による資金使途の変更内容は以下のとおりであります。（変更箇所は＿で示しております。)

（変更前）

具体的な使途 金額(千円)
支出予定
時期

①日本本社運転資金
　内訳：ⅰ　アパレル事業
　　　　ⅱ　不動産関連サービス事業
　　　　ⅲ　貿易事業

270,000
内訳：ⅰ　　50,000

ⅱ　　20,000
  ⅲ 　200,000

2019年６月～2021年５月

②中国子会社に対する出資 200,000 2019年６月～2021年５月

③Ｍ＆Ａ（資金出資金等） 171,272 2019年６月～2021年５月

合計 641,272 ―
 

 
（変更後）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①日本本社運転資金
内訳 ⅰ アパレル事業

ⅱ 不動産関連サービス事業
ⅲ 貿易事業

356,733
内訳 　ⅰ　 53,762

　　　　 　ⅱ　　　　0
　　　　ⅲ　302,970

2019年６月～2020年５月
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②中国子会社に対する貸付 18,516 2019年９月

③借入金の返済 46,573 2019年12月

④訴訟に係る供託金 11,133 2020年２月

⑤日本本社運転資金（本社経費） 　　　　　　　　37,044 2019年６月～2021年５月

⑥Ｍ＆Ａ（資金出資金等） 　　　　　　　　171,272 2019年６月～2021年５月

合計 641,272 ―
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